




























































（ 3 ）　高橋和之「「イデオロギー批判」を超えて」『国民内閣制の理念と運用』 1 ─14
頁（有斐閣、1994）。
（ 4 ）　主権論の理論的重要性について西貝小名都「ナシオン主権とプープル主権


























（ 5 ）　Richard Tuck, THE SLEEPING SOVEREIGN: THE INVENTION OF MODERN 
DEMOCRACY, Cambridge University Press, 2016. 以下 SS と略記する。なお、ほぼ
同 趣 旨 の 論 文 と し て Democratic sovereignty and democratic government, in 
POPULAR SOVEREIGNTY IN HISTORICAL PERSPECTIVE, edited by Richard Burke and 






























めの方法（Methodus ad facilem historiarum cognitionem）』の第二版であり、
それはその後著名な『国家論』に引き継がれることになるという。『国家
ス・ホッブス』（未來社、1995）の「訳者あとがき」も参照。
（ 7 ）　SS, pp. 10─16. それゆえに混合政体論が生じることになる。
主権と統治（1）（春山）　　65
























（ 8 ）　Jean Bodin, Les six livres de la République, Jacques du Puys, 1576, p. 281. 以
下本書を République と略記する。必要に応じて、Julian H. Franklin により編集、




（ 9 ）　SS, p. 22. Julian H. Franklin, JEAN BODIN AND THE RISE OF ABSOLUTIST THEORY, 





























べているように、これは de facto の問題ではなく de jure の問題である
（14）
。






































（14）　République, p. 231. OS, pp. 108─109. ”en terme de droit（from a legal 
standpoint）”から主権の所在が語られている。








（18）　SS, pp. 31─33. 恐らくこの点がタックとフランクリンとの決定的な分岐点であ
ろう。というのも、フランクリンもまたタックが主張するように、ボダンの目的が

























は整合的に説明できる。フランクリンの主張については OS, Introduction. より詳








なかったと結論づける松本英実「Conflit de juridictions とアンシャン・レジーム
期フランスの法構造」法制史研究56号（2006）109─140頁も参照。ボダンとパルル
マンの関係について、v. Olivier Beaud, La Puissance de l’État, P. U. F., 1994, pp. 
69─83.
（20）　SS, p. 40.

























（ 2 ）　law と edict の区別




が制定するものが law であり、統治者が制定するものが edict である。し
たがって、edict は law に従う必要がある。形式は似通っているけれども、
（22）　SS, p. 41.
（23）　SS, p. 43.
（24）　SS, p. 45. 実際に、ボダンは17世紀までは絶対主義の理論家としては扱われて
こなかったという。SS, p. 48.
（25）　SS, p. 27. Beaud, op. cit., pp. 103─105. ただし、ボーの解釈によると loi は、慣
習 た る 基 本 法（loix fondamentales） と 主 権 者 に よ る 命 令 と し て の 法（loy─
commendement）とが区別されるという。ibid., pp. 180─183. 慣習法と制定法との
関係性についての概説として滝沢・前掲注19）42─49頁参照。

















　ボダンによる law と edict の区別が、規範のヒエラルヒーとそれが効力
を持つ範囲に求められていることは明らかである。law は主権者による命
令であり、主権者以外のあらゆる者に妥当する。統治者が発する edict
は、law あるいはより上位の統治者による edict に反しない限りで、かつ
自らの統治する範囲の中でのみ妥当する。law と edict は混同されてはな
らない。ボダンは law を主権者によって与えられる最高法規として理解





（26）　République, p. 194. したがって、法律と命令という一般的な翻訳がどれほど正
確かということは重要な問題である。前者は憲法あるいはそれに匹敵するような法
であり、後者は通常立法をも含む法であることが示唆されているからである。
（27）　République, p. 193. OS, p. 51.
（28）　République, p. 194. OS, p. 52.

























（30）　タックの議論を補強するものとして Daniel Lee, “Office is a Thing Borrowed” : 
Jean Bodin on Offices and Seigneurial Government, Political Theory, vol. 41, n. 3, 
2013, pp. 409─440. Lee は、ボダンにおける主権と統治の区別を強調し、その狙い
を、領主による恣意的な支配を法的な支配によって制限することにあったと主張す
る。










































（34）　République, p. 199, OS, p. 58.























（37）　Bernard Gagnebin et Marcel Raymond éd., Œuvres complètes, vol. 3, Gallimard, 
1964, pp. 839─840. 以下本書を OCⅢと略記する。邦訳は川合清隆訳が収録されてい
る『ルソー全集 8 』381頁（白水社、1972）による。なお、ここで引用した部分に






























dans La Religion, la Liberté, la Justice. Un commentaire des «Lettres écrites de la 
Montagne» de Rousseau, B. Bernardi, F. Guénard et G. Silvestrini éd., Vrin, 2005, 
pp. 9 ─30参照。
（39）　本書は1642年にラテン語で出版された。本稿は ON THE CITIZEN, edited by 
Richard Tuck and Michael Silverthorne, Cambridge University Press, 1998（以下
OTC と略記する。）および邦訳の本田裕志訳『市民論』（京都大学学術出版会、
2008）を参照している。なお、ホッブズにおける主権と統治の区別については、
以前からタックによって指摘されていた。Richard Tuck, Hobbes and democracy, 
in RETHINKING THE FOUNDATIONS OF MODERN POLITICAL THOUGHT, edited by 
Annabel Brett and James Tully, Cambridge University Press, 2006, pp. 171─191. も
っとも、そこでは問題関心や用語（たとえば主権と統治ではなく、government と




（41）　『市民論』第 7 章第 1 節（以下、特に注記がない限り、（ 1 ）で引用される章節
は同書のものである）。OTC, p. 91. 邦訳155頁。なお、訳者の本田は、これを「最



















































下 summum imperium は一貫して主権と訳す。なお、『リヴァイアサン』第19章も
参照。
（42）　第 7 章第 4 節、OTC, p. 93. 邦訳158─159頁。
（43）　第 7 章第 5 節、OTC, p. 94. 邦訳159─160頁。
（44）　第 7 章第 8 ─11節、OTC, pp. 95─96. 邦訳162─164頁。
（45）　SS, pp. 87─90, 第 7 章第16節、OTC, pp. 98─100. 邦訳167─170頁。
（46）　第 7 章第16節、OTC, pp. 98─99. 邦訳168頁。
（47）　第 7 章第16節、OTC, p. 99. 邦訳169頁。傍点ママ。

































（50）　SS, p. 91. このアナロジーにしたがえば、神もまた眠れる主権者である。第13









































78　　早法 94 巻 1 号（2018）




























































（57）　OCⅢ， pp. 369─370. 邦訳46─47頁。ルソー自身が述べているように、この主権
論はグロティウスおよびその翻訳者バルベイラクへの批判でもある。グロティウス
批判の系譜はホッブズから一貫して見出される。ルソーとバルベイラク、グロティ
ウス、プーフェンドルフらの関係については see, Helena Rosenblatt, ROUSSEAU 
AND GENEVA: FROM THE FIRST DISCROUSE TO THE SOCIAL CONTRACT, 1749─1762, 
Cambridge University Press, 1977.































（58）　『社会契約論』第 4 編第 2 章（以下、注記がない場合は『社会契約論』の編、










（62）　第 2 編第 6 章。OCⅢ， p. 379. 邦訳58─59頁。






























（65）　OCⅢ， p. 426. 邦訳128頁。





























（66）　OCⅢ， p. 426. 邦訳128頁。























（68）　OCⅢ， p. 430. 邦訳134頁。
（69）　「民主政という言葉の意味を厳密に解釈するならば、真の民主政はこれまで存
在しなかったし、これからも決して存在しないだろう。…人民が公務を処理するた
めにたえず集っているということは想像もできない。」（OCⅢ， p. 404. 邦訳96頁）
「もし神々からなる人民があれば、その人民は民主政をとるであろう。これほどに
完全な政府は人間には適しない。」（OCⅢ， p. 406. 邦訳97頁）
（70）　社会契約論第 3 編第 5 章は次のように述べる。「選挙による貴族政がもっとも









































民はドレイとなり、無に帰してしまう。」OCⅢ， p. 430. 邦訳133頁。































Spector, Les principles de la liberté politique et la Constitution d’Angreterre, dans 
La Religion, la Liberté, la Justice. Un commentaire des «Lettres écrites de la 
Montagne» de Rousseau, op. cit., pp. 193─210. 
（75）　SS, pp. 143 et s.























































（78）　SS, p. 151. こ の 点、see, Keith Michael Baker, INVENTING THE FRENCH 
REVOLUTION: ESSAYS ON FRENCH POLITICAL CULTURE IN THE EIGHTEENTH CENTURY, 







Parlementaires, Première Série （1787 à 1799） éd., par M. J. Mavidal et al., t. 8, 
1875, pp. 530─531. Baker もサール、ペティオンをルソー主義者（Rousseauian）と
呼ぶ。これは、彼らが憲法を新たに制定するという主権＝憲法制定権力の意義を自
覚し、アンシャン・レジーム体制を持続させようとしたムーニエらと対決したとい
うことによる。Baker, ibid., p. 274. もっとも、サールの批判にもかかわらず、ムー
ニエが主権と統治を本当に混同していたかは別の問題である。ムーニエ自身、「主
権の根源と、主権の行使とは全く別の事柄である」と述べているからである。v. 




































































る。詳しくは SS, pp. 163─169. 浦田一郎『シエースの憲法思想』第二部第二章（勁
草書房、1987）。




（86）　SS, p. 175. また、浦田も「特別代表の超実定性の基礎づけこそ、彼の憲法制定
権力論の具体的な目的である」とシィエスにおける代表制の位置づけについて指摘
する。浦田・同上169頁。

























（87）　Pasquale Pasquino, Sieyes et l’invention de la constitution en France, Odile 







































（91）　た と え ば 後 に 紹 介 す る Lucia Lubinelli や David Schraub の ほ か、Kinch 
Hoekstra, Early Modern Absolutism and Constitutionalism, 34 Cardozo Law 
Review, 1079（2013）, Daniel Lee, POPULAR SOVEREIGNTY IN EARLY MODERN 
CONSTITUTIONAL THOUGHT, Oxford University Press, 2016, Bryan Garsten, 
Representative Government and Popular Sovereignty, in I. Shapiro et al. （eds.）, 
POLITICAL REPRESENTATION, Cambridge University Press, 2010, pp. 90─110がある。
（92）　Martin Laughlin, Foundations of Public Law, Oxford University Press, 2010. 
本書を取り上げ検討するものとして愛敬浩二「通常法と根本法」長谷部恭男ほか編
著『岩波講座　現代法の動態 1 』47─66頁（岩波書店、2014）。イギリスにおける主































照されたい。Luc Foisneau, Gouverner selon la volonté générale: La souveraineté 
selon Rousseau et les theories de la raison d’Etat, Les Etude philosophiques, n. 3, 
pp. 463─479, 2007.
（94）　タックの議論を参照し、ルソーの loi が議会制定法とは異なるものであること



































は（ 3 ）およびⅡ─ 2 ─（ 1 ）で論じる。
（96）　Rubin Douglass, ROUSSEAU AND HOBBES: NATURE, FREE WILL, AND THE 
PASSIONS, Oxford University Press, 2015.
（97）　Rubin Douglass, Tuck, Rousseau and the Sovereignty of the People, History 
of European Ideas, vol. 42, n. 8, pp. 1111─1114, 2016.






















（98）　Ibid., p. 1113. この点、Martin Laughlin, Active, Passive or Dead?, London 







を 強 く 主 張 し て い る。 こ の 点、Richard Tuck, Rousseau and Hobbes: The 
Hobbesianism of Rousseau, in THINKING WITH ROUSSEAU, edited by Helena 




























（99）　OCⅢ， p. 394. 邦訳81頁。
（100）　水林彪「近代民法の本源的性格」民法研究 5 号（2008） 1 頁以下における「根
本法」概念は、法の根本的、基本的な性質は、「憲法」という形式に依存するわけ
ではないことを示しており、極めて示唆的である。
（101）　1789年フランス人権宣言は、人身の自由（ 7 条）や罪刑法定主義（ 8 条）、無
罪の推定（ 9 条）および所有権（17条）といった保障を規定し、またそれをうけた
1791年憲法典は、第 1 編において、民事法典の創設を宣言していた。この点は、水
林彪「近代憲法の本源的性格― société civile の基本法としての一七八九年人権宣
言・一七九一年憲法」戒能通厚、楜澤能生編『企業・市場・市民社会の基礎法学的
考察』第一章（日本評論社、2008）参照。



























（102）　OCⅢ， p. 382. 邦訳63頁。「人々に法を与えるには、神々が必要であろう」と述
べられている。また、歴史上、ルソーによって立法者として評価されているのはリ
ュクルゴス、カルヴァン、モーセ、ムハンマドなどであり、ここで想定されている
法 が い か な る 性 質 の も の か を 示 唆 す る。 第 2 編 第 7 章 参 照。v. Beaud, La 
Puissance de l’État, op. cit., pp. 233─237.
（103）　OCⅢ， p. 379. 邦訳59頁。
（104）　John P. McCormick, Rousseau’s Rome and the Repudiation of Populist 
Republicanism, Critical Review of International Social and Political Philosophy, 































（105）　OCⅢ， p. 431. 邦訳136頁。
（106）　Lucia Rubinelli, Taming sovereignty: constituent power in nineteenth─
century French thought, History of European Ideas, vol. 44, n. 1, 2018, pp. 60─74.





























（107）　Benjamin Constant, Cours de politique constitutionnelle, vol. 1, 1818─1820, pp. 
155─165.
（108）　リュビネッリによれば、そうした議論を展開していたのは、コンスタンのほか
に、Jean─Denis Lanjuinais, Felix Berriat─Saint─Prix, François Delarue, F. 




（109）　Cf. Pierre Rosanvallon, Le Moment Guizot, Gallimard, Bibliothèque des 

















（110）　Rubinelli, op. cit., Taming sovereignty, pp. 64─65. その代表的論者としてギゾ
ーが挙げられる。その憲法思想について、野上博義「フランス復古王政期の知識人
と憲法学：フランソワ・ギゾーの憲章解説を中心にして」名城法学41巻 3 号






（111）　M. F. Laferrière, Cours de droit public et administratif, par M.F. Laferrière, 
Professeur à la faculté de droit de Rennes, Revue de législation et de jurisprudence, 
9 （1838─1839）, p. 361. リュビネッリが引くこの論文はラフェリエール本人が著書の
概 要、 手 引 き と し て 雑 誌 に 掲 載 し た プ ロ レ ゴ メ ナ で あ る が、 人 民 の 主 権
（souveraineté du peuple）については著書の記述がほとんどそのまま繰り返されて
いるから、特にこの論文を参照しなければならない必然性があるわけではない。v. 
M. F. Laferrière, Cours de droit public et administratif, 2è éd., Joubert, Libraire de 
la Cour de Cassation, 1844─1846, pp. 3─6.
































































ランダムで人民が oui か non かを表明するのだという（pp. 12─13）。代表者の役割
と人民の役割とが明確に分離されている。cf., Rubinelli, op. cit., p. 70.
